





















































































使 用 者 は
粉 じ ん 等 に よ る 危 害 防 止 の た め に 必 要 な 措 置 を 講 じ な け れ ばならないものとされ（四二条等）、













和 二 二 年 労 働 省 令 第 五 号 。
以 下 「 旧 安 衛 則 」 と い う 。 ） 及 び 旧 特 化 則
が、
上 記 の 措 置 及 び 事 項 の 具 体 的 内 容 を 定






態 調 査 が 行 わ れ た 。
この調査結果等を踏まえ、
労 働 省 は 、
昭
和三一年度から
昭 和 三 四 年 度 ま で
、石綿肺等のじん肺に関す





的 な 形 で 局 所 排 気 装 置 の 設 置 の












六 日 に は 、








達 で は 、
















、じ ん 肺 の 予 防 の た め の 措 置 を 講 ず る よ う 努 め る 義 務 を
課 し て い る （ 五 条 ） 。工昭
和四七年六月八日
、 労働安全衛生法（以下「安衛法」と














と さ れ た 。 安 衛法は、
職場における労働者の










れ る ( - ― 九














「 特 化 則 」 と い う 。 ）
が、
上記の措置及び事項の具体的内容を定





















判 示 し て い る 。 本 稿 で は 、
紙幅の関係上、
あてはめに
つ い て は 、









そ の 権 限 を 定 め た法令の趣旨、
目 的 や 、
そ の 権 限 の 性 質 等 に
照 ら し 、
具体的事情の下において、
そ の 不 行 使 が 許 容 さ れ る
限 度 を 逸 脱 し て 著 し く 合 理 性 を 欠 く と 認 め ら れ る と き は 、
そ
の 不 行 使 に よ り 被 害 を 受 け た 者 と の 関 係 に お い て 、
国 家 賠 償
法一条一項の適用上違法となるものと解するのが相当である（ 最 高 裁 平 成










… 旧 労 基法及び安衛法が、
上記の具体 的 措 置 を 命 令 又 は 労 働 省 令 に 包 括 的 に 委 任 し た 趣旨 は 、
使用者又は事業者が講ずべき措置の内容が、
多 岐 に わ
た る 専 門 的 、


























三 小 法 廷 判 決 参 照 ）























所 排 気 装 置 の 設 置 を 指 導 し 、
昭 和 三 三 年 通 達 等 を 発 出 し て そ
の 普 及 を 図 っ て い た も の の … 昭 和 四 六 年 当 時 に お い て も 石 綿


































































































































































































































































































































































































行 政 内 部 に お け る 経 緯 を よ り 仔 細 に 検 討 し て い る 。
も っ と も 、
かような審査は本件二陣高審判決が先に行ったも
の で あ り 、
最 高 裁 は そ れ を 支 持 し た こ と に な る 。 行 政 内 部 の
経 緯 に よ り 踏 み 込 ん だ 時 期 の 画 定 に 関 し て は 、
筑 豊 じ ん 肺 最
(15) 
高 裁 判 決 の 評 釈 に お い て そ の 必 要 性 が 指 摘 さ れ て い た よ う に評 価 に 値 す る 一 方 で 、
実務上、









のクロロキン最高裁判決および宅建業法最高裁判決（平成元年―一月二四日第二小法廷判決・民集四三巻一0号一―六九頁）は、行政指導による対応をも考慮に入れながら違法性を否定している。法的拘束力のない手段であれ行政が何らかの措置をとっ て い た 点 に つ き 、
十 分 で は な い と 断 じ な が ら も 一 定 の 評 価
を与えた両判決の立場から転じて、
最 高 裁 は 、
それらの措置
をとっていたのであれば、
命 令 制 定 ・ 改 正 権 限 の 行 使 は 可 能




を — | よ り 早 期 の 時 点 で l 認 め た 。 か よ う な 意 味 に お い ても 、




を 判 示 し た 一 方 、
か か る 規 定 を 設 け た 後 の 執 行 状 況 に は 最 高





















事 例 判 決 に と ど ま る 。 た だ し 、
裁判実務への影響は以
下 の よ う に 考 え ら れ よ う 。
第 一 に 、
適 時 適 切 性 の 準 則 に つ き 、





務 の み な ら ず 、
専門技術に適合した規定への迅速な見直し義



































































































































| 泉 南 ア ス ベ ス ト 国
賠 訴 訟 を 素 材 と し て ー 」 N B L 九 八 四 号 （ 二 0 ― 二 年 ） 三 六 頁 以 下参照。
(5)
な お 、





















を 生 じ さ せ る 結 果 を も た ら す も の で あ る か ら 、
…国家賠償法一条一項
の 適 用 上 違 法 と な る 」
(8)
本件一陣一審判決及び二陣一審判決は、
裁 判 所 の 判 断 の 部 分 で 、
「石綿粉じんばく露による健康被害が不可逆的で重篤化するという特質 を 有 す る こ と に 照 ら す と 、
その






身 体 等 の 利 益 の 保 護 を 重 視 し た と い え る が 、
二 陣 高 裁 判 決
は医学的知見に関する裁判所の判断の部分で、「石綿肺は他のじん肺と 同 様 に 、
進行性・不可逆性という特徴を持った慢性かつ重篤な疾患
で あ る こ と の 医 学 的 知 見 が 集 積 さ れ て い た 」 と 述 べ る に と ど ま り 、
最
高 裁 で は 、
石綿肺や健康被害の情報・状況につき、
原 審 の 確 定 し た 事
実関係の概要で触れるにとどまり、
判断





こ こ で の 整 理




























二 陣 一 審 判 決 で あ り 、
そ の 論 理 は 以 下 の 通






で は な か っ た 。
したがって、
罰 則 を も っ た 義 務 付 け で あ っ た と は い え
ず 、
か か る 義 務 付 け は 昭 和 四 六 年 ― 二 月 二 八 日 の 旧 特 化 則 の 四 条 制 定
によってなされたのであり、
そ の 時 点 ま で 罰 則 を も っ た 義 務 付 け を 行
わなかったことは違法であるというものである。
注目すべきは、
同判
80-657 （法学 2016)
決がすでに通達に着目、
判断上も説示していることであり、
このこと
は、
通達との対比から罰則をもった義務付けが導かれているのではな
いことを明らか している。二陣高裁判決がこの判示を改めることなく引用していること、
そして、
二陣最高裁判決も同じ立場をとり、
一
陣最高裁判決も同じ判決文を用いていることから、
「罰
則をもった」
設置の義務付けは、
通達との対ではなく、
罰則をもたない法令上の規
定との対になっているというべきであろう。
(14)
本判決でいうところの「技術的知見」と同義である。
(15)
山本隆司・金山直樹「（筑豊じん肺最高裁判決）判批」法協―
二
二巻六号（二00五年）一九一ー一九三頁、
野呂充「不作為に対する
救済」公法研究七一号（二00九
年）
一七五頁。
(16)
かかる考えは、
筑豊じん肺最高
裁判決との均衡という点でも評価
することができる。すなわち、
かかる考えに基づかない限り、
行政が
装置の普及に努めていた本件に比べ、
なんらの措置もとらずに、
むし
ろ国策として炭鉱事業を推進し
ていた筑豊じん肺最高裁判決のほう
が、
違法性の発生時点が遅いというのは均衡を欠くように思われるの
である。
(17)前掲注(10)の諸判決のほか、
建設アスベストに関する東京
地判
平成一八・
七・七判時一九四0号三頁、
同平成二四・―ニ・五判時ニ
一八三号一九四頁、
大阪地判平成二八·一・ニニ判タ一四二六号四九
頁等。戸部・前掲注(3)
、
五九頁、
大塚・前掲注(3）、
一―五頁も
参
照。
(18)前掲注(17)の大阪地裁平成二八年
参
照
。本判決の
前に判断
が示された、
前掲注(17)の東京地裁平成二四年判決は、
じん肺法制
定時を基準にしており、
大阪地裁平成二八年判決では本判決の影響が
あったと考えられる。
八01六ー六0
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